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行政説明

文部科学省総合教育政策局 地域学習推進課

地域学校協働活動推進室

平成３０年度 地域とともにある学校づくり推進フォーラム（香川会場）

政策課
教育改革・国際課
調査企画課
教育人材政策課
生涯学習推進課
地域学習推進課
男女共同参画
共生社会学習・安全課

国際教育課
健康教育・食育課
教職員課
参事官(学校運営支援担当)

大学振興課

政策課
生涯学習推進課
情報教育課

総合教育政策局（７課）

初等中等教育局（９課１参事官）

情報教育・外国語教育課
参事官（高校担当）

【平成30年10月16日以降】

高等教育局（８課１参事官）

生涯学習政策局（６課１参事官）

初等中等教育局（10課１参事官）

【現行】

総合教育政策局の新設（再編の概要）
総合的な教育改革を推進するための機能強化

※総合教育政策局に係る主要な再編のみを表示。

学校安全

教員養成

再編

高等教育局（８課１参事官）

海外子女教育

※上記のほか、大臣官房に１参事官置く

男女共同参画学習課
参事官(連携推進・地域政策)

社会教育課
青少年教育課

ＣＯＣ＋

外国人児童生徒

学校における情報教育

全国学力・学習状況調査

コミュニティ・スクール

※課の名称は現在内閣法制局審査中であり、法制的な観点から変更される可能性がある

総合教育政策局のミッション ～再編の目的とこれからの方向性～

学校教育政策と社会教育政策の
分断・縦割りの解消

学校教育・社会教育を通じた教育政策全体を総合的・横断的に推進するとともに、
教育基本法第３条の生涯学習の理念に基づいた生涯学習政策の実現を目指す

再編の目的 これからの方向性

政策課

教育改革・国際課

調査企画課

総合的・計画的な教育政策の企画立案・調整
・局全体の総括
・中央教育審議会の運営
・教育振興基本計画の策定 等

教育のグローバル化等の環境変化を捉えた教育改革の推進
・教育改革に関するとりまとめ及び教育改革の推進
・次世代の教育に係る研究開発や実証研究の強化
・国際理解教育の推進等の教育分野の国際業務 等

総合的・客観的根拠に基づく教育政策立案（EBPM)の推進
・学校基本調査、社会教育調査等の基幹統計調査
・全国学力・学習状況調査
・国立教育政策研究所と連携した総合的な情報収集 等

教育政策
全般にわた
る

企画・立案
機能の強化

総合的・
客観的根拠
に基づいた
政策立案の
強化

教育人材育
成の政策立
案の一元化

総
合
的
か
つ
客
観
的
根
拠
に
基
づ
く
教
育
改
革
政
策
の
推
進

教育人材政策課
教育を支える専門人材の強化
・従来は初等中等教育局と高等教育局とに分かれていた教員の養成・採用・研修の業務を一元化
・併せて、生涯学習政策局で行われていた社会教育主事等の社会教育人材の育成に関する業務も一体的に行うことで、
教育を支える専門人材の育成政策の総合的な推進を図る

人生100
年時代の
継続的な
学びの推進

地域課題解
決や社会参
画のための
学び 男女共同参画共生社会学習・安全課

地域学習推進課

生涯学習推進課
社
会
教
育
を
中
心
と
し
た
学
び
を
総
合
的
に
推
進
す
る
体
制
整
備

人生100年時代を豊かに生きる「生涯にわたる学び」の推進
・専修学校教育振興室
・民間教育事業振興室
・職業教育担当
・学び直し推進担当 等

活力ある社会を持続可能とする「地域における学び」の推進
・地域学校協働活動推進室
・家庭教育支援室
・青少年教育室
・社会教育施設担当 等

誰もが社会に参画する「ともに生きる学び」の推進
・男女共同参画学習室
・障害者学習支援推進室
・安全教育推進室
・外国人児童等担当 等

社
会
教
育
振
興
総
括
官

（
社
会
教
育
の
振
興
等
を
横
断
的
に
総
括
）

スポーツ庁、文化庁、学校教育担当部局における業務の連携

地域と学校の協働体制の構築に向けた法改正について

平成27年12月の中教審答申（地域と学校の連携・協働）を受け、地方教育行政の組織及び運営に関する法律を改正し、各教育
委員会に、保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会の設置を努力義務化。また、地域と学校が連
携・協働し、幅広い地域住民や保護者等の参画により地域全体で子供たちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」
を全国的に推進するため、社会教育法を改正し、同活動に関する連携協力体制の整備や「地域学校協働活動推進員」に関する規
定を整備。これらにより、幅広い地域住民等の参画を得て、社会総掛かりでの教育を実現し、地域を活性化。

＜地域と学校の協働体制のイメージ＞

地域学校

地域学校協働活動

○放課後等の学習活動
放課後、土曜日、休日
における学習、
スポーツ活動 等

○体験活動
社会奉仕体験活動、
自然体験活動、
職場体験活動 等

地域学校協働活動推進員

【地域と学校をつなぐコーディ
ネーターの役割】

・地域住民と学校との情報共有
・地域住民等への助言 等

校長教職員

学校運営協議会

委員：
保護者
地域学校協働活動推進員
地域住民 など

学校運営・その運営に必要な支
援に関する協議 等（地教行法を
改正）

○協働活動
地域人材育成、郷土学習、
協働防災訓練、学習・部
活動等支援、花壇整備、
登下校の見回り 等

※現在の学校支援本部等をベース
に学校と地域が組織的に連携・
協働する連携協力体制を構築

教育委員会

改正の概要（平成２９年３月改正、同年４月施行）

○地域住民等と学校との連携協力体制
の整備、普及啓発活動等の措置を講
じる。

○「地域学校協働活動推進員」を委嘱
できる。

地域連携の
中核を担う
教職員

ＰＴＡ

地域
住民

保護者

社会教
育施設
・団体

文化
団体

スポー
ツ団体

企業・

ＮＰＯ
等

※ 想定される対象者
・地域コーディネーター／統括コーディネーター
やその経験者

・ＰＴＡ関係者・経験者
・退職教職員
・自治会・青年会等関係者
・公民館等社会教育施設関係者 等
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学校に課せられた使命

・学力向上
・生徒指導

・小中一貫教育
・働き方改革（業務改善）
・部活動改革

・新学習指導要領の実施
・社会に開かれた教育課程
・道徳の教科化
・外国語活動
・プログラミング教育

・保護者・地域との連携
・防犯・防災
・放課後対策
（居場所づくり）

コミュニティ・スクールの必要性

（Q）そもそも、なぜ
「コミュニティ・スクール」

（学校運営協議会制度）

の仕組みが必要なのか？

（Q）そもそも、なぜ
「学校と地域の連携・協働」

による取組が必要なのか？

そこには必ず
目的・目標がある

●少子高齢化により社会は激しく変化。
人口減少、財政難等の課題も深刻化。

子供たちが生きる未来

・2040年には少子化と人口流出により若年女性人口が
半分以下に なる自治体（消滅可能性都市）が896に

（日本創生会議・人口減少問題研究分科会）

・生産年齢人口は、半数に減少。
8,178万人（2010年）⇒4,418万人（2060年）
（総務省調査、国立社会保障・人口問題研究所調査）

消滅可能性都市

生産年齢人口推移

生産年齢人口も減り続け、２０６０年には２０１０年と比べ約半数まで減少する見込み。

今、向き合わなければならない我が国の状況
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香川県の人口 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

＜予想＞ 976,263 951,400 921,343 888,509 853,054 814,677 776,478

香川県の人口は、毎年約６千人ずつ減り続けていく予想が出ています。

出典：『日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）』

香川県 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
20～39歳女性の人口予想 95,646 86,119 80,692 77,146 74,152 69,755 65,063

対2015年の割合 100% 90.0% 84.4% 80.7% 77.5% 72.9% 68.0%

先生、この子が大人になった「2045年」は、どういう世の中に
なっていると教えてあげたらいいんですか？
「夢」や「希望」がもてる世の中ですか？

今、向き合わなければならない香川県の状況

現在：962,437人(2018.9.1)
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町内会などの地域活動

自然・環境保護に関する活動

自主防災活動や災害援助活動

交通安全(登下校時の安全監

視)に関する活動

人々の学習活動に関する指

導、助言、運営などの活動

青少年健全育成に関する活動

（子ども会など）

内閣府世論調査（H29.1）

（％）

人々の社会への貢献意識（肯定的回答） ～内閣府世論調査より～

うちの学校は「地域に信頼される学校」を
目指しており、地域の方にどんどん学校に入って
いただいています。
「地域に開かれた学校」であり、

地域との協働による取組はうまくいっています。

見守り隊 防災訓練 読み聞かせ

地域学習
職場体験

インターン
地域清掃

コミュニティ・スクールと言わなくても‥

不要

学校
児童・生徒・先生

家庭
保護者・兄弟・祖父母

地域
地域住民・友達の保護者

防犯・防災対策統合した学校の子供たちの心

キャリア教育の方法等

地域課題解決学習の方法

いじめ・不登校の問題

子供たちの食育の推進等

・何を目指すの？
・どこが進めるの？
・それぞれでやるの？

共生社会の実現に
向けてできることは？

部活動の見直し

社会に開かれた
教育課程の実現に向けて

もはや、学校だけで進めるものではない
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（国・県・○○市）

子供たちの未来
○○市の未来

何を「目指す」べきか？

（現場）
目の前の子供たちや

地域の現状

何が「課題」なのか？
何を「解決すべき」か？

地域との協働？？？

① or ②

協議すべきこと

③

（現場）
目の前の子供たちや

地域の現状

何が「課題」なのか？
何を「解決すべき」か？

（国・県・○○市）

子供たちの未来
○○市の未来

何を「目指す」べきか？

① or ②

●グローバル化、情報化等により、変化が激しく予測困難な未来。

・子供たちの65%は、大学卒業後、今は存在していない職業に就く。
キャシー・デビッドソン氏（ニューヨーク市立大学大学院センター教授）

・今後10～20年程度で、約47%の仕事が自動化される可能性が高い。
マイケル・A・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授）

子供たちが生きる未来

仕事に必要な「能力」の概念

職業能力

基礎力

環境適応性

専門力

職業的態度

職業的信念

相互に影響を
与える

（出所）リクルートワークス研究所

対人能力

対自己能力

対課題能力

思考力

処理力

専門知識

専門技術・実践経験

当事者意識

変化思考・好奇心

自己信頼

達成欲求

PCに例えると

ＯＳ

Ｓ/Ｗ

ＣＰＵ

ﾊﾞｯ
ﾃﾘｰ

子供たちが生きる未来

ＡＩが代わりをすることができない



5

○ 「“答えのない課題”に
最善解を導くことができる能力」

○ 「分野横断的な幅広い知識・俯瞰力」

などの能力が、今後一層求められる

・ 社会の激しい変化の中でも何が重要かを主体的に判断できること。

・ 多様な人々と協働していくことができること。

・ 新たな価値を創造していくとともに新たな問題の発見・解決につなげていくこ
とができること。

今後、社会において求められる能力

（参考：学習指導要領改訂における３つの視点）

思考力・判断力・表現力

主体性・多様性・協働性

自分軸

学校は、「全ての子供たち」のために「明確な目標」をもって「計画的」に取り組む必要がある

「体験・経験」に裏付けされたものが必要！

主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・
ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び

対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と、学習評価の充実

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携･協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

学習指導要領改訂の方向性（案）

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習得など、新し
い時代に求められる資質･能力を育成

知識の量を削減せず、質の高い理解を図
るための学習過程の質的改善

小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目「公共（仮称）」の新
設など

各教科等で育む資質･能力を明確化し、目標や内容を構造的に示す

学習内容の削減は行わない※

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性の涵養

学習指導要領改訂の方向性

18

＜社会に開かれた教育課程＞

① 社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通
じてよりよい社会を創るという目標を持ち、教育課程を介してそ
の目標を社会と共有していくこと。

② これからの社会を創り出していく子供たちが、社会や世界に向
き合い関わり合い、自らの人生を切り拓いていくために求められ
る資質・能力とは何かを、教育課程において明確化し育んでい
ていくこと。

③ 教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用し
たり、放課後や土曜日等を活用した社会教育との連携を図った
りし、学校教育を学校内に閉じずに、その目指すところを社会と
共有・連携しながら実現させること。

これからの教育課程の理念

２６年度
（2014）

２７年度
(2015）

２８年度
(2016）

２９年度
(2017）

３０年度
(2018）

３１年度(2019） ３２年度(2020） ３３年度
(2021）

３４年度
(2022）

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

改
訂

改
訂

中
教
審
諮
問

26
・11
・20

答
申

周知・
徹底

周知・
徹底

周知・
徹底

使用開始教科書検定 採択・供給

３２年度～全面実施先行実施

使用開始教科書検定 採択・供給

使用開始教科書検定 採択・供給

先行実施

先行実施

３３年度～全面実施

３４年度～年
次進行で実施

幼
稚
園

中教審における検討

論
点
整
理

27
・8
・26

審
議
ま
と
め

周知・
徹底 ３０年度～全面実施

今後の学習指導要領改訂に関するスケジュール
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東京オリンピック
パラリンピック

待ったなし！

6

① or ②

協議すべきこと

③

（現場）
目の前の子供たちや

地域の現状

何が「課題」なのか？
何を「解決すべき」か？

（国・県・○○市）

子供たちの未来
○○市の未来

何を「目指す」べきか？

① or ② 共有されていますか？

情報の共有

課題・目標
ビジョンの共有

アクションの
共有（協働）

成功体験
の共有

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

校 長
説明

説明

承認

意見

協議の結果に係る
情報提供の努力義務

情報提供・協議を
踏まえた支援活動

学校運営に関する

意見

保護者・地域住民等
（地域学校協働本部等）

教職員の任用に関する

意見

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

地教行法改正後のコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の仕組み（H29.4～)

学校運営協議会

（委員）保護者代表・地域住民
地域学校協働活動推進員 など

地教行法第四十七条の六

教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を設置

○ 校長が作成する学校運営の基本方針を承認すること
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができること
○ 教職員の任用に関して、教育委員会規則で定める事項について、教育委員会に意見を述べ
ることができること

＜学校運営協議会の主な役割 ＞

学校運営への必要な支援に関する協議

委員の任命に
校長の意見を反映

都道府県
教育委員会

柔軟な運用を
可能とする仕組みへ

C中学校

B小学校A小学校

学校運営
協議会

小中一貫型小・中学校など

複数校について一つの
協議会を設置可能に

教職員の任用
（学校運営協議会
の意見を尊重）

協議会の設置
委員の任命

協議会の適正な
運営を確保する
措置

市区町村
教育委員会

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の仕組み

コミュニティ・スクールとは、「学校運営協議会」を設置している学校のこと。
「学校運営協議会制度」は、次の法律に基づく制度で、主に３つの機能を持つ。

教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を置く学校を指定
＝学校の運営に関して協議する機関

○校長が作成する学校運営の基本方針の承認をすること（必須）
○学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができること
○教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会
に意見を述べることができること

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第４７条の６】 H29.3改正

合議体 個人の意見
を尊重

教育委員会
の下部組織

委員は特別職の非常勤公務員
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コミュニティ・スクールを進めるに当たっての不安

地域の権力者の意見に
押し切られるのではな
いか？

・教職員や地域住民の
理解を得ないと・・
研修が必要では？

・学校評議員の仕組み
や学校関係者評価は
どうするのか？

・会議が増える
・教頭が忙しくなる
・メリットを感じない

保護者や地域の視線が強
くなり、学校運営がやり
にくくなるのではない
か？

教職員の任用に関してまで
意見が言えるのは、やり過
ぎではないか？

学校運営の
基本方針

学校運営・
教育活動

教職員の任用
学校運営協議会
の意見を尊重

校長

説明

承認

意見

委員：保護者代表、地域住民の代表など都道府県
教育委員会

学校運営に
関する意見

協議会の設置
委員の任命

協議会の適正
な運営を確保
する措置

市区町村
教育委員会

教職員の任用
に関する意見

『学校運営協議会制度』 と 『学校評議員制度』 との相違

学校運営協議会

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度を導入する学校）

説明

校長

学校

評議員の委嘱
校長の推薦

市区町村
教育委員会

学校運営に
関する意見

校長の求め
に応じて

学校評議員
評議員：職員以外の者

校長の異動に左右継続性の観点協議体の設置（校長の運用によらない）

保護者や地域の方々が一定の権限をもって学校運営に参画する
ことにより、「目標やビジョン」を共有して、社会総がかりで子供た
ちの健全育成や学校運営の改善に取り組むことを目的

校長が、必要に応じて学校運営に関し
て、保護者や地域の方々の意見を聞く
ことを目的

組織的活動の観点

役割の明確化の観点

協議体による組織的な活動の広がり

法令等に基づき役割（権限）が明確化

想定していない

校長の運用

連携・協働性の観点主体的参画による連携・協働性が向上 第三者的関わり

協議の結果に係る
情報提供の努力義務

情報提供・協議を
踏まえた支援活動

保護者・地域住民等

（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の６） （学校教育法施行規則第４９条）

校長が作成する学校運営の基本方針を「承認」をする

特別職非常勤の公務員
地教行法第４７条の６

「学校運営の基本方針」
の承認すること

↓
校長をリーダーとする学校の運営に計
画段階から関わり（参画し）、学校と対等
な立場で共に子供たちの教育を行うこと

→ 法的な権限（地教行法）

「学校運営の基本方針」
の承認を求めることは・・・

↓
地域にある学校の“経営者”とし
て、保護者・地域住民と共に社会
総がかりで子供たちの教育（学校
運営）を行うことを「宣言」すること
を意味する

承認する＝公式な「合議体」で、客観的に「正しい」と認めること

「理解」
「了承」
「承諾」

個人的

学校を経営する
法的な権限を
持つ校長
（学校教育法）

学校関係者評価委員会から学校運営協議会への発展

Ｐ Ｄ
学校運営の

評価・改善サイクル

Ａ Ｃ
「学校の教育活動」

「学校運営に関する意見」

「基本方針の承認」

学校評価アンケート
→「自己評価」
→「学校関係者評価」

基本方針・目標の達成に向けてやるべきことをそ
れぞれで考え、それぞれが取り組む
・学校がやること ・子供たちがやること
・保護者がやること ・地域がやること

学校運営協議会の機能として、教育委員会規則に学校評価の機能を位置付けている割合は約８割に至ってい
ます。発展的な例では、学校運営協議会の部会に学校評価部会を設け、組織化しているところもあります。

学校運営の基本
方針の作成

熟 議
学校運営協議会
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①関係者が当事者意識をもって「熟議（熟慮と議論）」を重ねること

②学校と地域の人々が「協働」して活動すること

③学校が組織として力を発揮するための「マネジメント」

学校と地域の人々が相互理解や信頼関係を深めるために

関係者がみな当事者意識を持ち、
子供たちがどのような課題を抱え
ているのかという実態を共有する
とともに、地域でどのような子供
を育てていくのか、何を実現して
いくのかという目標・ビジョンを
共有するために「熟議（熟慮と議
論）」を重ねることが大切です。

熟 議

学校と地域の信頼関係の基礎を構
築した上で、学校運営に地域の
人々が「参画」し、共有した目標
に向かってともに「協働」して活
動していくことが大切です。

その中核となる学校は、校長の
リーダーシップのもと教職員全体
がチームとして力を発揮できるよ
う、組織としての「マネジメン
ト」力を強化していくことが大切
です。

協 働 マネジメント

＜地域とともにある学校の運営において大切な視点＞

学校運営協議会での協議
（学校運営協議会委員）

多くの当事者による熟議
（保護者・地域住民・教職員）

① or ②

協議すべきこと

③

（現場）
目の前の子供たちや

地域の現状

何が「課題」なのか？
何を「解決すべき」か？

（国・県・○○市）

子供たちの未来
○○市の未来

何を「目指す」べきか？

① or ②

膝をつき合わせて意見を交わす関係

学習指導要領

社会に開かれた教育課程

① これからのよりよい社会を
創るよりよい学校教育とは？

② これからの社会を創っていく子
供たちが身に付けるべき資質・
能力とは？

③ 目標を達成するために、どのよ
うに社会との連携・協働を行っ
ていくか？

学校運営協議会
（地教行法第47条の6）

委員：教育委員会による任命
（非常勤特別職の公務員）

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成

生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養

○地域学校協働活動推進員(委員）による
コーディネート
○地域社会にある教育資源の発掘や企業・
団体との連携

基本方針の承認 熟議の実施

情報の共有
地域学校協働活動との一体的推進

「社会に開かれた教育課程」の実現に向けた学校運営協議会の役割

学校教育法施行規則 第52条
小学校の教育課程については，（中略）文科大臣が別に
公示する小学校学習指導要領によるものとする。

小学校学習指導要領（平成29年告示）
第1 小学校教育の基本と教育課程の役割
１ 各学校においては，教育基本法及び学校教育法その他の
法令（中略）に従い，適切な教育課程を編成するものとし，こ
れらに掲げる目標を達成するよう教育を行うものとする。

学校教育法 第３７条
校長は、校務をつかさどり、
所属職員を監督する。

地教行法第47条の6
（学校運営協議会制度）
4. 対象学校の校長は、当該対象学校の運営に関して、教
育課程の編成その他教育委員会規則で定める事項につ
いて基本的な方針を作成し、当該対象学校の学校運営
協議会の承認を得なければならない。

教育課程を介して
社会と目標を共有
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学校運営協議会では、それぞれの取組（活動）に
ついて
☑ 何を目的・目標にして行うのか？
☑ どのように行うのか？（効果的な手段は？）
☑ 学校の「教育課程」とどう関連付けるのか？

等を明確にすることが重要です。
→ 協議・熟議の必要性

地域学校

地域学校協働活動

地域学校協働活動推進員

【地域と学校をつなぐコーディネーターの役割】
・地域住民と学校との情報共有
・地域住民等への助言 等

校長教職員

学校運営協議会

委員：保護者、地域学校協働活動推進員
地域住民 など

学校運営・その運営に必要な支援に
関する協議等（地教行法第47条の６）

○協働活動
地域人材育成、郷土学習、
協働防災訓練、学習・部
活動等支援、花壇整備、
登下校の見回り 等

地域学校協働本部
地域連携の
中核を担う
教職員

○体験活動
社会奉仕体験活動、
自然体験活動、
職場体験活動 等

○放課後等の学習活動
放課後、土曜日、休日に
おける学習、
スポーツ活動 等

ＰＴＡ

地域
住民

保護者

社会教育
施設・団体

文化
団体

スポー
ツ団体

企業・
ＮＰＯ

地域学校協働本部（活動）は３つの要素
☑ コーディネート機能
☑ 多様な活動
☑ 継続的な活動

を充実させ、
☑ 幅広い地域住民や団体等の参画を得るた
めの工夫を行うこと

が重要です。
→地域学校協働活動推進員等の役割の明確化

学校と地域の連携・協
働を効果的に進めるた
めには、どれも、欠かせ
ない機能・役割

※地域学校協働活動推進員
平成29 年３月の社会教育法改正により、教育委員会が
委嘱することができるようになりました。

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
「教職員の任用に関する意見」は、学校の課題解決や教育の充実のために

校内体制の整備充実を図る観点から述べられるものです

都道府県教育委員会

市区町村教育委員会

校長による意見の申出
（地教行法第39条）

校 長

連携
意思疎通

学校運営協議会

による意見の申出
（地教行法第47条の6第7項）

人事の内申
（地教行法第38条） （地教行法第47条の6第7項）

教
職
員
の
任
命

（
地
教
行
法
第
37
条
）

校内体制の状況等について
十分な説明を行う

校内体制の状況等の
把握に努める

教 職 員

コミュニティ・スクール（学校運営協議会が設置された学校）

学校運営協議会

学校運営協議会に関する地教行法の主な改正内容（地教行法第47条の６関係）

改正事項 現状・課題 改正の内容

①学校運営協議会の設置を
努力義務化

・協議会は各教育委員会が任意に
設置するものとなっているが、
さらなる設置の促進が必要。

・各教育委員会に対して、協議会の設置の努
力義務を課すこととする（第1項関係）。

②学校運営への必要な支援に
関する協議の役割を追加し、
必要な委員を追加

・学校運営に関して協議し、意見
を述べる役割のみ規定されてい
るが、地域住民等の支援・協力
を得て学校運営を改善していく
必要性が高まっている。

・委員は、地域住民や保護者一般
が規定されているのみ。

・協議会において、学校運営への必要な支援
に関する協議も行うよう、役割を見直す

（第1項関係）とともに、協議会は、協議の
結果に関する情報を地域住民等に提供する
よう努めることとする（第5項関係）。

・地域学校協働活動推進員（※社教法に規定）等
の学校運営に資する活動を行う者を協議会
の委員に加えることとする（第2項関係）。

③委員の任命に関する校長の
意見申出を規定

・委員の任命について、校長の関
与は特段規定がないが、校長と
ともに責任感を持って学校運営
に参画できる人材が必要。

・委員の任命に当たり、校長が意見申出を行
えることとし（第3項関係）、校長がリー
ダーシップを発揮できる仕組みとする。

④任用に関する意見の柔軟化
・教職員の任用に関する意見を任
命権者に申し出ることができる
他、特段の規定がないが、依然
抵抗感が強い。

・どのような事項について教職員の任用に関
する意見の対象とするか、教育委員会規
則で定めることとする（第7項関係）。

⑤複数校で一つの協議会を設
置することを可能に

・学校ごとに協議会を設置するこ
ととされているが、学校間の円
滑な接続を図れるようにするこ
と等が必要。

・小中一貫教育など、二以上の学校に関し相
互に密接な連携を図る必要がある場合には、
二以上の学校について一の協議会を置くこ
とができることとする（第1項関係）。

※ このほか、協議会の運営が適正を欠き、学校運営に支障をきたすときには、教育委員会が協議会の適正な運営を確保するための措置を
講ずることとする（第9項関係）ほか、協議会の在り方の見直しに関する検討規定を置いている（附則第5条関係）

平成２９年３月 地教行法の改正

○学校運営協議会設置の努力義務化

【改正前】

教育委員会は、・・・その指定する学校の運営に関して協議す
る機関として、当該指定学校ごとに、学校運営協議会を置くこと
ができる。

【改正後】

教育委員会は、・・・学校の運営及び当該運営への必要な支援
に関して協議する機関として、学校運営協議会を置くように努め
なければならない。
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努力義務化による学校運営協議会の
位置づけの変化

【これまで】

学校運営協議会が設置される学校は、指定を受けた
特定の学校に限られる。

【現在】

制度上、全ての学校に学校運営協議会が設置される
ことが想定。

→指定制度は廃止。

「努力義務」の意味

①訓示的規定
内容が理念的、抽象的で義務付けがなじまないもの。

（例）東日本大震災復興基本法
第５条 国民は、・・・相互扶助と連帯の精神に基づいて、被災者への支援その
他の助け合いに努めるものとする。

②激変緩和的規定

内容は具体的だが、一律に義務付けるには時期尚早で
あるもの。

（例）健康増進法
第２５条 学校・・・その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これら
を利用する者について、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるよう
に努めなければならない。

学校運営協議会はこちら

努力義務だから今のままで良い？

（参考）東京高裁判決（平成１９年６月２８日）

（男女雇用機会均等法の努力義務規定は）単なる訓示規定ではなく，実効
性のある規定であることは均等法自体が予定しているのであり，上記目標
を達成するための努力をなんら行わず，均等な取扱いが行われていない
実態を積極的に維持すること，あるいは，配置及び昇進についての男女
差別を更に拡大するような措置をとることは，同条の趣旨に反する

・努力を何ら行わないこと

・現状を積極的に維持すること

＝地教行法の規定の趣旨に反する。

平成２９年３月 地教行法の改正

○５年後の見直し

【附則】

政府は、この法律の施行後５年を目途として、

・・・学校運営協議会の活動の充実及び設置の促進を図る
観点から、学校運営協議会の在り方について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措
置を講ずるものとする。
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設置しやすくするための制度変更

○学校運営への支援
・学校運営の改善に必要となる支援に関する協議も行う。
・学校運営に資する活動を行う者を委員に加える。

○校長のリーダーシップの発揮
・委員の任命に当たり、校長が意見申出を行える。

○任用に関する意見申出の柔軟化
・教職員の任用に関する意見の対象を教育委員会規則で定める。

○複数校での設置
・小中一貫教育など、複数の学校で一つの学校運営協議会を
置くことができる。

学校運営協議会の設置に関する地方財政措置

地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、学校運営協議会の設置が教育委員会
の努力義務とされたことに伴い、学校運営協議会の設置・運営に必要な経費について、平成30年
度から地方交付税を措置。

＜具体的な措置内容＞

平成30年度 文教関係地方財政措置

◇学校運営協議会の設置 【新規】
学校運営協議会を設置する学校に対し、学校運営協議会の設置・運営に必要な経費として、
積算上、学校運営協議会委員報酬及び会議費等を措置。

来年度以降も、引き続き、地方交付税として地方財政措置を申請予定。

社会を生き抜く力の育成

42

【地方自治法第２０３条の２】

普通地方公共団体は、その委員会の委員、非常勤の監査委員その他の委員、自治紛争処理委員、審査会、審議会及び調査会等
の委員その他の構成員、専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方
公共団体の非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。）に対し、報酬を支給しなければならない。

学校運営協議会を設置している
学校の割合

【設置率】※

20%以上 ・・・
10%以上20％未満・・・

5%以上10％未満・・・
5%未満・・・
設置なし・・・

※沖縄県は地図を拡大しています。

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入状況 【学校数】

※母数は平成30年4月1日調査で、
各教育委員会から報告があった学校数。

学校運営協議会を設置している学校数

46都道府県内 5,432校 （平成30年4月1日現在）

（幼稚園147、小学校3,265、中学校1,492、義務教育学校39、中等教育学校1、高等学校382、特別支援学校106）

全国の学校のうち、14.7％がコミュニティ・スクールを導入
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※中等教育学校を含む

◆校種別の設置状況（３年経過）
※倍数はＨ28とＨ30の比較

高校での設置が
大幅に増加
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（出典）文部科学省コミュニティ・スクール導入状況調査（平成30年4月1日現在）

前年度より
1,832校増
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（出典）文部科学省コミュニティ・スクール導入状況調査（平成30年4月1日現在）

コミュニティ・スクールを導入
している学校設置者の割合

【設置率】

50%以上・・・
30%以上・・・
20%以上・・・
10%以上・・・
10%未満・・・
設置なし・・・

※沖縄県は地図を拡大しています。

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入状況 【学校設置者数】

※ここでいうコミュニティ・スクールは、
「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」第47条の6に規定された学校運営協議
会が置かれた学校を指す。

※★は、所管の学校（高等学校・特別支援学校等）に
コミュニティ・スクールを導入している道府県

コミュニティ・スクールを導入している学校設置者数

46都道府県内 （平成30年4月1日現在）

（18道府県、526市区町村（7政令指定都市を含む）、6学校組合）

全国の学校設置者
※

のうち、 がコミュニティ・スクールを導入
※母数は平成30年4月1日調査で、各教育委員会から報告があった学校設置者数。

前年度より
172設置者増
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